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東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた取組に

つきまして、日頃より格別のご理解・ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

また、平成２８年度から平成３２年度にかけて全国自治宝くじ発売の中で格

別のご支援をいただけるようご高配いただき、重ねて御礼申し上げます。 

さて、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会は、日本に活力

をもたらし、世界にアピールする絶好の場でございます。 

この大会を成功に導くためには、国、東京都、大会組織委員会、そして競技

会場が所在する関係自治体の四者が一丸となり、それぞれの責任を果たして大

会準備に取り組むとともに、ホストタウンや文化プログラムのほか、聖火リレ

ーなどオールジャパンで機運を盛り上げていく必要があります。 

３年後の大会に向けて関係自治体等としましては、本年５月３１日に四者が

合意した「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の役割（経費）

分担に関する基本的な方向について」に示された行政として担う役割を整理、

具体化し、国民の皆様をはじめ関係各位のご協力を得て着実に準備を進めると

ともに、益々の盛り上がりを図ってまいりたいと考えております。 

つきましては、このような状況をご賢察いただき、協賛宝くじの発行を通じ

て、東京２０２０オリンピック・パラリンピック大会を成功に導くオールジャ

パンでの更なる機運醸成へのご協力と、大会運営への追加支援を賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

 

自治宝くじ支援要望額       ２２４億円 

 

支援要望年度 平成３０年度から平成３２年度まで※次頁に経費内訳 



 

 

総務大臣  

野田 聖子 様 

 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に係る 

財源の措置について 

 
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会は、日本に活力をも

たらし、世界にアピールする絶好の場である。 

この大会を成功に導くためには、国、東京都、大会組織委員会、そし

て競技会場が所在する関係自治体が一丸となって大会準備に取り組み、

機運を盛り上げていく必要がある。 

都は、開催都市としての役割と責任を果たすため、大会開催に必要な

基盤・環境整備など、準備に全力を挙げていく所存である。 

また、関係自治体においては、大会が開催される自治体として、円滑

な準備と運営の実現に向けて、都市運営に係る取組や基盤整備などを進

めていくこととしており、そのための財源確保が必要である。 

国においては、オールジャパンでの推進役として、大会において政府

が講ずるべき取組を確実に行うとともに、組織委員会、東京都及び関係

自治体と密接な連携を図り、社会資本整備総合交付金など各種交付金・

国庫補助負担金を活用するとともに、競技施設改修に係る地方財政措置

を講じるなど、地方負担に対する財源確保の面においても、特段の支援

をお願いしたい。 
 
 平成２９年 9 月 6 日 

 
東 京 都 知 事  小 池 百 合 子 

 
北 海 道 知 事   髙 橋 は る み 

 
宮 城 県 知 事  村 井 嘉 浩 

 
福 島 県 知 事  内 堀 雅 雄 

 
茨 城 県 知 事  橋 本  昌  

 
埼 玉 県 知 事  上 田 清 司 

  
千 葉 県 知 事  森 田 健 作   

 
神 奈 川 県 知 事  黒 岩 祐 治 

 
静 岡 県 知 事  川 勝 平 太 

 

 
 
 

札 幌 市 長 秋 元 克 広 

さ い た ま 市 長 清 水 勇 人 

千 葉 市 長 熊 谷 俊 人 

横 浜 市 長 林 文 子 



 

 

文部科学大臣  

林 芳正 様 

 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に係る 

財源の措置について 

 
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会は、日本に活力をも

たらし、世界にアピールする絶好の場である。 

この大会を成功に導くためには、国、東京都、大会組織委員会、そし

て競技会場が所在する関係自治体が一丸となって大会準備に取り組み、

機運を盛り上げていく必要がある。 

都は、開催都市としての役割と責任を果たすため、大会開催に必要な

基盤・環境整備など、準備に全力を挙げていく所存である。 

また、関係自治体においては、大会が開催される自治体として、円滑

な準備と運営の実現に向けて、都市運営に係る取組や基盤整備などを進

めていくこととしており、そのための財源確保が必要である。 

国においては、オールジャパンでの推進役として、大会において政府

が講ずるべき取組を確実に行うとともに、組織委員会、東京都及び関係

自治体と密接な連携を図り、社会資本整備総合交付金など各種交付金・

国庫補助負担金を活用するとともに、競技施設改修に係る地方財政措置

を講じるなど、地方負担に対する財源確保の面においても、特段の支援

をお願いしたい。 
 
 平成２９年 9 月 6 日 

 
東 京 都 知 事  小 池 百 合 子 

 
北 海 道 知 事   髙 橋 は る み 

 
宮 城 県 知 事  村 井 嘉 浩 

 
福 島 県 知 事  内 堀 雅 雄 

 
茨 城 県 知 事  橋 本  昌  
 
埼 玉 県 知 事  上 田 清 司 

  
千 葉 県 知 事  森 田 健 作   

 
神 奈 川 県 知 事  黒 岩 祐 治 

 
静 岡 県 知 事  川 勝 平 太 

 

 
 
 

札 幌 市 長 秋 元 克 広 

さ い た ま 市 長 清 水 勇 人 

千 葉 市 長 熊 谷 俊 人 

横 浜 市 長 林 文 子 



 

 

国土交通大臣  

石井 啓一 様 

 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に係る 

財源の措置について 

 
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会は、日本に活力をも

たらし、世界にアピールする絶好の場である。 

この大会を成功に導くためには、国、東京都、大会組織委員会、そし

て競技会場が所在する関係自治体が一丸となって大会準備に取り組み、

機運を盛り上げていく必要がある。 

都は、開催都市としての役割と責任を果たすため、大会開催に必要な

基盤・環境整備など、準備に全力を挙げていく所存である。 

また、関係自治体においては、大会が開催される自治体として、円滑

な準備と運営の実現に向けて、都市運営に係る取組や基盤整備などを進

めていくこととしており、そのための財源確保が必要である。 

国においては、オールジャパンでの推進役として、大会において政府

が講ずるべき取組を確実に行うとともに、組織委員会、東京都及び関係

自治体と密接な連携を図り、社会資本整備総合交付金など各種交付金・

国庫補助負担金を活用するとともに、競技施設改修に係る地方財政措置

を講じるなど、地方負担に対する財源確保の面においても、特段の支援

をお願いしたい。 
 
 平成２９年 9 月 6 日 

 
東 京 都 知 事  小 池 百 合 子 

 
北 海 道 知 事   髙 橋 は る み 

 
宮 城 県 知 事  村 井 嘉 浩 

 
福 島 県 知 事  内 堀 雅 雄 

 
茨 城 県 知 事  橋 本  昌  
 
埼 玉 県 知 事  上 田 清 司 

  
千 葉 県 知 事  森 田 健 作   

 
神 奈 川 県 知 事  黒 岩 祐 治 

 
静 岡 県 知 事  川 勝 平 太 

 

 
 
 

札 幌 市 長 秋 元 克 広 

さ い た ま 市 長 清 水 勇 人 

千 葉 市 長 熊 谷 俊 人 

横 浜 市 長 林 文 子 



 

 

東京オリンピック競技大会・ 

東京パラリンピック競技大会担当大臣  

鈴木 俊一 様 

 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に係る 

財源の措置について 

 
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会は、日本に活力をも

たらし、世界にアピールする絶好の場である。 

この大会を成功に導くためには、国、東京都、大会組織委員会、そし

て競技会場が所在する関係自治体が一丸となって大会準備に取り組み、

機運を盛り上げていく必要がある。 

都は、開催都市としての役割と責任を果たすため、大会開催に必要な

基盤・環境整備など、準備に全力を挙げていく所存である。 

また、関係自治体においては、大会が開催される自治体として、円滑

な準備と運営の実現に向けて、都市運営に係る取組や基盤整備などを進

めていくこととしており、そのための財源確保が必要である。 

国においては、オールジャパンでの推進役として、大会において政府

が講ずるべき取組を確実に行うとともに、組織委員会、東京都及び関係

自治体と密接な連携を図り、社会資本整備総合交付金など各種交付金・

国庫補助負担金を活用するとともに、競技施設改修に係る地方財政措置

を講じるなど、地方負担に対する財源確保の面においても、特段の支援

をお願いしたい。 
 
 平成２９年 9 月６日 

 
東 京 都 知 事  小 池 百 合 子 

 
北 海 道 知 事   髙 橋 は る み 

 
宮 城 県 知 事  村 井 嘉 浩 

 
福 島 県 知 事  内 堀 雅 雄 

 
茨 城 県 知 事  橋 本  昌 

  
埼 玉 県 知 事  上 田 清 司 

  
千 葉 県 知 事  森 田 健 作   

 
神 奈 川 県 知 事  黒 岩 祐 治 

 
静 岡 県 知 事  川 勝 平 太 

 

 
 
 

札 幌 市 長 秋 元 克 広 

さ い た ま 市 長 清 水 勇 人 

千 葉 市 長 熊 谷 俊 人 

横 浜 市 長 林 文 子 


	02_東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に対する支援に関する要望書_HP用
	03-1_国要望文（総務省）
	03-2_国要望文（文部科学省）
	03-3_国要請文（国交省）
	03-4_国要望文（オリパラ大臣）

